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令和８年１月１３日

徳島県教育委員会

教育長 中 川 斉 史 殿

徳島県小中学校管理職員協議会

会長 黒田 博章

令和７年度 勤務条件に関する要望書

徳島県教育委員会におかれましては、本県教育の振興発展のため格別の御高配と御尽力を賜り深甚の敬意を表

します。

さて、令和７年度の勤務条件に関し、次の諸点につきまして適切な処置を講じていただけますよう要望いたし

ます。

要 望 事 項
※ 内は回答

１ 人事異動要綱の趣旨に則り、校長の経営上の意見が十分反映されるよう、校長の具申権をより尊重した人事異動

を推進すること。

人事異動は、人事異動要綱に則って実施し、面接等において、各市町村教育委員会を通じ、各小中学校長の意見

を十分にお聞きしたいと考えており、各学校の実情や経営上の意見を十分尊重するよう努めてまいります。

２ 定期的な面接には、意図・目的を明示し、段階的に進展のある面接とすること。特に最終面接には十分に時間を

かけた適切な人事異動に努力すること。

人事異動に係る面接は、それぞれの時機に応じた目的を持って実施しており、その目的が十分達成できるよう実

施してまいります。

３ 定年延長制を見据え、将来を見通した計画的かつ継続的な人事異動を実施すること。

人事異動については、定年年齢の段階的引き上げも踏まえながら、今後とも適切に対応してまいります。

４ 年齢及び性別構成等を考慮した人事異動を実施すること。

５ 管理職任用においては、教育実績はもとより、経験、意欲、人間性や見識を重視した任用を図るとともに、校長

の内申を尊重すること。

６ 女性管理職の積極的な任用を図ること。

男女を問わず、真に優秀な教員を管理職に任用してまいります。

女性管理職の任用については、受審者が増えるように市町村教育委員会に働きかけているところであり、引き続

き、推進してまいります。

７ 教頭の全校配置と大規模校等への複数配置を推進すること。また、小規模校及び大規模校の複数教頭の内１名は

枠外配置とすること。

教頭の配置については、市町村教育委員会、校長と協議しながら行っているところです。また、教頭の加配での

配置は困難です。

８ 小学校における外国語活動（英語）の専科教員の増員とプログラミング教育充実のための支援員の配置を図ること。

本年度は、英語専科教員を１７名配置したところです。専科教員の配置については、その成果を検証するととも

に、県全体の定数状況を踏まえながら、検討してまいります。プログラミング教育に特化した支援員を配置するこ

とは困難ですが、教育ＤＸ推進課において要請訪問や電話等による相談に対応しています。なお、公益財団法人に

登録している生きがいづくり推進員による学校ICTボランティアも御活用ください。
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９ 小学校６学級以上に専科教員の更なる増員を図ること。

８学級以下の小学校で高学年に複式学級を有しない学校に「教科担任制」に係る加配を予定しているところです。

専科教員の配置については、その成果を検証するとともに、県全体の定数状況を踏まえながら、検討してまいり

ます。

10 中学校における免許外教科の解消のため、加配措置，非常勤講師等の配置を図ること。

中学校の免許外教科担任の解消については、重要な課題として受けとめ、加配措置、非常勤講師の派遣、エリア

ティーチャーの推進などに努めているところです。

11 へき地、小規模校への複式学級解消のための加配教員を配置すること。

加配教員については、学校訪問や市町村教育委員会等の要望を踏まえながら、実情を的確に把握し、配置してい

るところです。厳しい定数状況の中、全県的な状況を見ながら配置してまいります。

12 いじめ、不登校、子供の貧困問題や学校トラブル等の早期解決のための条件整備を図ること。

① 生徒指導・特別支援教育・外国人児童生徒等の個別の教育課題への人的対応

② スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの相談時間の拡充及び特別支援教育巡回相談員の増員

③ スクールロイヤー活用事業及び「いじめ・学校問題相談窓口」のスクールロイヤーを含む専門家チームの派遣事

業、スクールロイヤーによるアウトリーチ型支援事業の周知拡大と効果的な運用

④ 学校問題解決支援事業や子どもＣＲＴ（リスク対応・支援チーム）派遣事業等の周知拡充と効果的な運用

① 加配教員については、学校訪問や市町村教育委員会等の要望を踏まえながら実情を的確に把握し、配置してい

るところです。

② スクールカウンセラーについては、全ての公立小中学校及び県立学校に配置・派遣し、継続的なカウンセリン

グを行うとともに、学校からの要請に応じ、緊急派遣を実施し、児童生徒の心のケアに当たっております。

また、スクールソーシャルワーカーについては、全市町村教育委員会への配置により、教育相談体制の充実を

図っております。引き続き、配置拡充に向け、予算の確保に努めてまいります。

巡回相談員については、厳しい定数事情の中、増員に努めてきたところですが、今後とも相談員活動の取組状

況等を踏まえながら検討してまいります。

③ いじめ防止等対策をはじめとした諸課題について、学校が法律の専門家であるスクールロイヤーへの相談を必

要としている事案は増加しており、徳島弁護士会と連携し、県内の弁護士にスクールロイヤーとして登録してい

ただき、全公立学校を対象に必要時に派遣できる体制を整備しているところです。

④ 近年、学校現場では、いじめ問題や不登校等への対応、保護者や地域から寄せられる過剰な苦情や不当な要求

への対応に追われ、教育活動の停滞や教職員の精神的疲弊を招くケースが見受けられ、大きな課題であると認識

しております。その手立てとして、県教育委員会では令和６年度より、いじめ・不登校対策課内に「いじめ・学

校問題相談窓口」を設置し、県ホームページに公開しています。

また、児童生徒の抱える問題や課題が複雑化・多様化しており、学校だけでなく、専門家や関係機関との連携

による総合的な支援が必要であると認識しております。今後とも各事業の周知を行うとともに、組織的な支援体

制による問題の早期解決を図り、教職員の負担軽減に努めてまいります。

13 人権教育推進に伴う適切な人的配置に努めること。

14 正規教職員による養護教諭、事務職員、栄養教諭、学校栄養職員の配置拡充と大規模校及び中規模校への複数配

置を図ること。

養護教諭、事務職員、栄養教諭・学校栄養職員の配置については、標準法に則り行っているところです。

15 市町村教育委員会に対して、小学校長の幼稚園長兼務の解消を引き続き強く要請すること。

小学校の幼稚園長兼務の解消については、機会をとらえ市町村教育委員会にお願いしてきたところです。今後と

も、要望の趣旨を踏まえ、お願いしてまいります。
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16 法改正による中学校の３５人学級が令和８年度から実施されることになったが、新たな教職員定数改善計画を早

期に確立し、３０人学級の検討を求めるとともに個別の教育課題に対応した必要な教職員定数の改善を計画的に実

施するよう関係部局へ強く働きかけること。

教職員の配置については、今後とも国の教職員定数に則り、行ってまいります。また、３０人学級と個別の教育

課題に対応した必要な教職員数の確保について国に要望してまいります。

17 様々な教育課題に対応するため、県単教員の確保を図ること。

18 安定した教育活動が行われるように、産前・産後休暇、育児休業、介護休暇、病気休暇等の教職員を補充するた

めの臨時的任用職員の確保や配置について適切な施策を図ること。

代替教員の確保については、ティーチャーズバンク登録の申請において、電子申請で手軽に行えるよう改善を図

っております。さらに求人情報サイトやケーブルテレビを活用し、新たな広報活動を実施しているところです。

また、昨年度より高校生を対象に「徳島で教員になろう！徳島教育の未来応援プロジェクト」（教職説明会）を開

催し、各校を訪問して教員を目指す若い世代に対する情報発信も進めているところです。引き続き、ティーチャー

ズバンクやマイスターバンクの周知を図り、補充教職員の確保に努めてまいります。

19 学校における働き方改革推進のための実行性のある施策を図ること。

① 臨時的任用教員の確保できる具体的な方策

② 重責と激務を担う校長が心身の健康を維持し、校長の校務を遂行できるための支援

③ 激務にさらされている副校長・教頭の職務多忙化の減少を図るための支援

④ 運動部と文化部の部活動指導員の増員

⑤ 支援スタッフ（教員業務支援員、学習指導員）の確保と配置拡充

⑥ 副校長・教頭マネジメント支援員の配置拡充及び積極的な運用

⑦ 給食費の公会計化

⑧ １年単位の変形労働時間制の導入の弾力的な運用

① 代替教員の確保については、ティーチャーズバンク登録の申請において、電子申請で手軽に行えるよう改善を

図っております。さらに求人情報サイトやケーブルテレビを活用し、新たな広報活動を実施しているところです。

また、昨年度より高校生を対象に「徳島で教員になろう！徳島教育の未来応援プロジェクト」（教職説明会）を

開催し、各校を訪問して教員を目指す若い世代に対する情報発信も進めているところです。引き続き、ティーチ

ャーズバンクやマイスターバンクの周知を図り、補充教職員の確保に努めてまいります。

②・③ 教職員の健康管理については、必要な施策を展開しているところであり、特に管理職に対する個別サポー

トとして、「教職員相談事業」及び「教職員健康相談事業」の活用を促進してまいります。

なお、新任教頭配置校には、非常勤講師を加配する取組も進めています。

④ 運動部の部活動指導員につきましては、市町村からの要求に基づいて予算を確保しており、本年度、現時点で

は、昨年度の７９名から１１名増の９０名が配置されています。文化部につきましては、本年度、現時点では８

名が配置されています。引き続き予算の確保に努めるとともに、市町村教育委員会に対し、活用を促してまいり

ます。

⑤ 教員業務支援員については、令和２年度より実施主体を市町村とする補助事業に移行し、昨年度の１０５名か

ら２５名増の１３０名配置しております。引き続き市町村教育委員会と連携し、活用を促してまいります。

学習指導員の配置につきましては、市町村教育委員会と連携して、配置拡充を進めており、引き続き予算の確

保に努めてまいります。

⑥ 昨年度より、副校長・教頭の厳しい勤務実態を踏まえ、新たに「副校長・教頭マネジメント支援員」を配置し

ております。今後も、予算の確保に努めるとともに、市町村教育委員会に対し、活用を促してまいります。

⑦ 給食費の公会計化を促すため、市町村教育委員会に対し、国からの情報を速やかに周知するとともに、先進地

における優良事例を紹介するなどの支援を行ってまいります。

⑧ 制度の周知と効果的な運用について、引き続き市町村教育委員会と連携を図ってまいります。
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20 役職定年制・定年延長制を踏まえて、令和７年度末役職定年となる管理職員に対して本人の希望を尊重した役職

定年後の働き方とするとともに、教育管理職の経験を活かせる職種拡大の整備を進めること。

役職定年後の働き方については、情報提供を丁寧に行うとともに、教育管理職が、これまでに培ってきた知識や

経験、専門性を活かして、モチベーションの維持・向上ができるような多様な働き方について、関係機関とも連携

して研究してまいります。

21 令和８年度以降における「役職定年制」の特例として認められる特定管理監督職群の職である特例任用管理職

（校長・副校長・教頭）のより具体的な内容の情報提供と積極的な運用を図ること。

「特定管理監督職群」の制度については，引き続き情報提供できるよう努めてまいります。

なお、「特定管理監督職群」は「役職定年制」の特例であり、管理職の欠員を容易に補充できない場合にのみ任用

する制度となっています。今年度は実施することとなりましたが、次年度以降については、年度毎に実施の有無に

ついて検討することとしています。

22 令和６年度末役職定年し、定年延長で降任・転任し令和８年度末で定年退職となる主幹教諭・教諭の前管理職員

への面接や意思確認は、本人の希望を十分に尊重し、進めること。

本人の希望等を十分に伺ってまいります。退職後に県教育委員会の再任用を希望をする方については、引き続き

適切に対応してまいります。教育管理職が、これまでに培ってきた知識や経験、専門性を活かして、モチベーショ

ンの維持・向上ができるような多様な働き方について、関係機関とも連携して研究してまいります。


